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片山県政のもと、図書館体制が充実

　鳥取県立図書館はＪＲ鳥取駅からバスで10分ほど、
県庁の向かいに位置し、同じ敷地内には県民文化会館
もある利便性のよい場所にあります。入り口には、さま
ざまな団体の催し物やイベントのチラシやパンフレット
が置かれており、館内のカウンター横にも「仕事に役立
つパンフレットコーナー」が設置され、利用者が自由に
持ち帰ることができるようになっています。蔵書数は約
85万冊（2006年度）、'97年以降の年間資料購入費は
１億円以上を維持しており、県民1人当たりの資料費
は'06年度予算で約174円、全国の都道府県立図書館
の平均が25円程度ですから、ダントツの全国一です。

鳥取県鳥取市
Tottori

　図書館改革が叫ばれる中、近年全
国的に注目を集めているのが鳥取県
立図書館です。学校図書館や市町
村立図書館への支援はもとより、さま
ざまな機関や団体と連携し、ビジネス
や地域活性化の支援も実践していま
す。鳥取県立図書館が目指す図書館
は「役に立つ図書館」。その取り組
みを取材しました。
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「ビジネスヒント！調査コーナー」など、
わかりやすくコーナーが設置され、探し
やすさの点でも工夫がみられる

貸出カウンター横の「仕事に役立つ新刊
図書コーナー」と「仕事に役立つパンフレ
ット・チラシコーナー」

地域事例　Case Study @ tottori
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提供を担うのが図書館だと主張しているのです。
　‘01年から片山前知事の強い意向で、県立図書館で
は開館時間の延長や月曜・祝日の開館実施を開始して
います。また、県内にある大学図書館との相互貸借を
進めるなど、連携を広げていきます。
　鳥取県では'02年度から「鳥取県版　雇用のための
ニューディール政策」が導入されています。これは、県
職員をはじめ、公立学校の教職員や警察官、県立病院
の職員など、すべての職員の給与を原則５％削減し、こ
れを財源に新たな雇用を創出するというものです。こ
の中で、教育分野への雇用が掲げられ、高等学校図書
館の体制充実が盛り込まれました。'02年から県立高
校に正規職員として司書が配置されるようになり、現在
は県内の全県立高校に常勤の司書がいます。また、県
立図書館は市町村立図書館と同じ配送サービスを高校
図書館にも提供するようになり、高校生向けの図書も
充実。テーマや目的別に25冊１セットの貸出セットをつ
くって、高校に提供するなど、教育現場における図書環
境が徐々に整っていきます。

仕事に役立つ情報提供を

　学校や市町村など住民に身近な図書館が充実するこ
とで、県立図書館の機能もさらに充実していかなけれ
ばなりません。市町村立図書館に対して、先行的な取り
組みを示していくことも必要です。そこでまず取り組ん
だのがビジネス支援です。
　県立図書館では、図書館職員や県職員に加え、商工
会議所や県の試験研究機関など、直接利用者にかかわ
りのある人たちを中心としたビジネス支援委員会を'03
年に立ち上げました。ここでは、館外の委員に図書館
の機能を理解してもらいながら地域経済の発展のため
に県立図書館として何ができるのかを検討しました。
　ビジネス支援に着目したのは、ある町立図書館の民
間から登用された館長が商工会の仲間に挨拶に行っ

　鳥取県は、'47年７月に都道府県議会図書室を日本
で最初に設置した県でもあります。また、小中学校で
行っている「朝読」（朝の読書活動）はほぼ100％の実
施率といわれ、図書館や読書に対する意識が高い県と
いえるでしょう。
　その一方で、県庁所在地である鳥取市でも人口は20
万人ほどで大規模な書店がなく、専門的な情報を入手
する上で県立図書館の存在は重要です。また、予算面
や人材面を含め、市町村立図書館の機能が弱く、この
ため県立図書館が大きな役割を果たしてきました。

　市町村立図書館への巡回
相談のほか、資料提供サー
ビスも充実しています。市町
村立図書館から午前中に県
立図書館に注文があれば、
その日のうちに発送し、翌日
午後には県内どこの図書館
でも本が届く体制が整って
いるのです。また、市町村
立図書館へは大量一括貸出

のほかに児童書を全点購入して、市町村立図書館や学
校図書館などで、どんな児童書を購入すべきか迷った
ときに実際の本を確認して選書の参考にできるよう巡
回展示をしています。
　鳥取県立図書館で積極的な図書館改革が始まった
のは'02年度以降です。その背景には以前から図書館
の重要性を説いていた片山善博前知事の存在がありま
した。片山前知事は、図書館の本来の機能を「民主主
義社会の国民・住民の『自立支援』を『知的インフラ』
という側面で支えること」と説いています。地方分権が
進む中では、政策の検討や決定においても、政府が発
信する情報だけでその良し悪しを判断するのではなく、
別の客観的な資料や問題点を論じた資料なども入手
し、バランスのとれた情報に基づくことが必要で、その

市町村立図書館や学校図書館への発送本を取りま
とめる県立図書館のバックヤード
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されています。会社情報や業界情報、雑誌、統計デー
タなど、仕事に関連する資料を積極的に購入していま
す。
　鳥取県立図書館の支援で商品化されたものにシャッ
ターガードがあります。このきっかけは台風で多くのシ
ャッターが壊れたことに疑問を抱いたある民間企業の
サラリーマンがレファレンスサービスにやってきたことで
した。台風の被害はどのように変化しているのか、シャ
ッター業界の動向はどうか。そうした相談に、所蔵す
る文献や統計データで対応し、さらに商品化に当たっ
ては鳥取県産業技術センターの適任職員を紹介するな
ど、図書館が果たすべき役割として、さまざまな情報を
提供したのです。

「自立支援」が図書館の役割

　鳥取県立図書館が考えるビジネス支援とは、単に起
業化や商品化だけが対象ではありません。ビジネス支
援のための特別なレファレンスマニュアルがあるわけで
もありません。「ビジネス支援をはじめ、図書館が果
たすべき役割は、片山前知事の言葉を借りれば『自立
支援』といえます。地域が経済的
に自立していく上でも、一人の人間
が自立して成長していく上でも情
報は欠かせません。地方分権が進
めば自分たちで知恵を出して考え
ていかなければなりません。です
から自立を支えていくためには図
書館が必要なんです」と支援協力
課の小林隆志課長。実際、各種の
セミナーや講座は、起業を目指す人や企業人だけでな
く、行政職員、学校教員、高校生、一般県民向けとさま

ざまな対象に向けて打ち出され
ています。
　また、地域活性化や地域おこ

た時に「図書館なんか何の役にも立たない」といわれ
たことがきっかけだったといいます。また、県立図書
館側も不明本の処理を報告していなかったことが議会
やマスコミに追及されたことやその処理等のために職
員のモチベーションが極端に下がっていたこともありま
す。何か手を打たなければならないという危機感があ
りました。さらには、目の前に市町村合併という大きな
問題が迫っており、こうしたことも図書館運営の中では
課題となっていました。合併が進むと、市町村立図書
館へのサービスすべき自治体数が減少し、県立図書館
の存在価値まで問われかねないのです。県立図書館が
地域のために役立つ施設であることをしっかりアピール
していくこと、その一つの方法がビジネス支援でした。
　委員会での検討を受けて、翌年取り組んだのは商工
会議所とタイアップしたセミナーの開催です。その後も
さまざまな団体などと連携して、商品開発や農業など多
くのセミナーを実施しています。例えば、'06年度は起
業相談会や特許情報相談会、アントレプレナー経営実
務スクール、女性起業塾など、連続で開催している講
座も少なくありません。タイアップ先も㈳発明協会、（独）
雇用・能力開発機構、県の商工労働部や農林水産部、
㈶鳥取県産業振興機構や産業技術センターなど、さま
ざまです。また、立地を生かし県内の大学とタイアップ
して、公開講座を開催することもあります。企画や講師
依頼、広報、開催場所など、タイアップ先と互いに不足
する部分を補うことで、予算や人材の面でもメリットが
あります。パネル展や商品展示会なども開催しており、
内容によっては県内の市町村立図書館や学校図書館
を会場に巡回するなど、そのノウハウを伝える役割も担
っています。
　また、ビジネスを支援する情報として、商用データベ
ースの無料提供のほか、「仕事に役立つ新刊図書コー
ナー」や「仕事に役立つ参考図書コーナー」を設置、も
ちろん各種のパンフレットやチラシもわかりやすく配置

「ビジネス支援は図書館の営業活
動のようなもの」という小林課長

‘06年に設置した「闘病記文庫」コーナー。
これも病に悩む人の自立支援の一環とい
える
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でも、鳥取県内の市町村立図書館は小さな図書館が多
く、予算も人も少ないのが現実です。サービスをしたく
てもどこから手をつけていけばいいのかわからない。
だからこそ、県立図書館が先行的に、モデル的に調査
研究の意味合いも含めて取り組んでいるのです」と小
林課長。多くの経験を積むことで、県立図書館職員の
レベルアップが図られ、よりよい市町村へのサービスが
可能になると考えているのです。
　鳥取県立図書館は、これからの図書館のあり方を
示唆するような先進的な活動を行っている機関に対
して、NPO法人知的資源イニシアティブが授与する
「LIBRARY　OF　THE　YEAR　2006」を受賞し
ています。その選考理由として「関係機関・団体との
協働により、ビジネス支援サービスをはじめとしためざ
ましいサービス活動を展開しています。さらに、市町立
図書館および学校図書館との連携により、県全体の図
書館サービスのレベルアップに積極的に取り組んでい
ます。こうした活動を通じて、鳥取県立図書館は、図書
館の本質が所蔵する資料というよりは、資料を用いた
活動にあることを示した」ことが挙げられています。単
に蔵書数や貸出数で判断するのではなく、活動そのも
のが図書館を評価する指標になってきているといえる
でしょう。

「役に立つ図書館」であることを知ってもらう

　鳥取県立図書館では、セミナーや講座の開催だけで
なく、他団体の研修会などにも積極的に参加するよう
にしています。これは、図書館の使い方を知ってもらう
という大きな役割があります。例えば、図書館以外で開
催される研修会などには、「出前図書館」と称して、関
連本や関連の蔵書リストを持参して参加。そこで、図
書館の機能や具体的な使い方を説明します。遠隔地で
開催される場合は、「ミニ県立図書館」と称して、関
連本のほか、コピー機やインターネット端末も持参。そ

しに向けた取り組みも始めています。例えば、昨年12
月のある日、県立図書館の森本良和館長と小林課長
は、鳥取市から車で50分ほどのところにある若

わか さ

桜町
役場を訪ねています。若桜町には、旧国鉄若桜線を走
っていた蒸気機関車「Ｃ12型167号」が保存されてい
るのですが、これは昨年８月に兵庫県多

た か

可町から若桜
町の有志で結成したＳＬ保存会に譲渡されたものです。
国鉄から経営を引き継いだ第３セクター若桜鉄道の若
桜駅には、'30年の開業当時のＳＬ関連施設が今もほ
とんど残っており、昨年10月の若桜鉄道20周年イベン
トには全国から鉄道ファンが集まり、大きな反響を呼び
ました。そこで、県立図書館では、この特徴を生かし
て若桜町や周辺の地域を元気にする地域おこしを支援
しようと考えているのです。
　この日は、鉄道に関する著書があるトラベルライター
の白川淳氏の著書を紹介しながら、彼を講師に招いた
ＳＬ講座の開催を提案、地元の若桜町立わかさ生涯学
習情報館の入江宜明館長や役場職員などと意見交換
を行いました。図書館が持つ情報や人的ネットワークを
発揮することで、アイデアやツールが広がっていくので
す。
　「ビジネス支援や地域支援のような取り組みは、本来
は市町村立図書館がやるべきことだと思います。地域
に特化し、狭い範囲の中で取り組む方がいいのです。

若桜町役場での打ち合わせの様子
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の場で貸出、予約を受け付け、商用データベースを実
際に利用してもらうようにしています。遠隔地では新規
利用者の開拓にもつながり、市町村立図書館を通じて、
県立図書館を利用できることを理解してもらえるので
す。
　これらの取り組みは、「役に立つ図書館」であること
をより多くの県民に知ってもらうことを基本にしている
といえます。また、それは職員の意識改革にもつなが
っていきます。図書館の活動は今や館内にとどまるもの
ではないことを感じさせてくれます。

政策を支援する県庁内図書室

　地方分権が進むと、国に頼ることなく、地域自らの政
策立案や課題解決が求められてきます。そこで、重要
になってくるのが、それらを検討するための資料や情
報です。鳥取県庁内には、‘05年秋に「県庁内図書室」
が開設されています。小さな１室のため、蔵書は少ない
のですが、県立図書館の分室のような存在で、県立図
書館の所蔵資料はもちろん、情報検索ができるパソコ
ンが設置されており、司書も配置されています。質問内
容を記入するレファレンス申込書に記載するか、電子メ
ールでレファレンス申し込みをすれば、調査過程や提
供資料、ｗｅｂ情報、関連機関の照会先などを回答して
くれ、自前の政策づくりに挑戦する県職員としては力強
い存在といえるでしょう。実際、開館から２年ほどです
が、レファレンス相談があった内容が、翌年には条例
化されるなど、政策と直結したレファレンスがなされて
いることをうかがわせます。
　「図書館は民主主義の原点です。県議会図書室を全
国に先駆けて設置したことなど、鳥取県人には図書館

が必要だというＤＮＡが組み込
まれているような気がします」と
森本館長。
　多くの公立図書館は、予算が

少ない、人が足りないというのが実態かもしれません。
けれども、鳥取県立図書館のこれまでの取り組みは、
図書館の持つ資産を最大限に活用すれば、新しい道
が開けてくることを示唆しているように感じます。今、図
書館に求められていることは何か。図書館だけが考え
るのではなく、利用者も声を上げながら、一緒に考えて
いくことが必要ではないでしょうか。

昨年、県議会図書室の
室長から県立図書館長
に就任した森本館長

県庁本庁舎２階に設けられた県庁内図書室


